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議案第３３号 

   令和６年度河内長野市一般会計予算 

 令和６年度河内長野市一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４１，７２８，０００

千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳

入歳出予算」による。 

（継続費） 

第２条 地方自治法第２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及

び年割額は、「第２表 継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をするこ

とができる事項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地

方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第

４表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入

れの最高額は、３，０００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各

項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  (1) 各項に計上した給料、職員手当等（会計年度任用職員に係る職員手

当等を除く。）及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明  
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 第２表　　継続費

款 項 事　業　名 総　　額 年　　度 年　割　額

令 和 ６ 年 度 1,105,200千円

令 和 ７ 年 度 1,098,520千円

令 和 ８ 年 度 549,280千円

令 和 ６ 年 度 373,000千円

令 和 ７ 年 度 242,725千円

１ ０ 教 育 費 ５ 保 健 体 育 費 学 校 給 食 施 設 整 備 事 業 615,725千円

２ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費
（ 仮 称 ） 南 花 台 中 央 公 園
整 備 事 業

2,753,000千円
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 第３表　　債務負担行為

事 項 期 間 限 度 額

市 庁 舎 総 合 管 理 業 務 委 託 料
令 和 ６ 年 度 ～
令 和 ７ 年 度

   　  93,500千円

第６次総合計画及び第３期まち・ひと・しごと
創 生 総 合 戦 略 策 定 業 務 委 託 料

令 和 ６ 年 度 ～
令 和 ７ 年 度

   　  9,600千円

固 定 資 産 （ 土 地 ） 評 価 鑑 定 業 務 委 託 料
令 和 ６ 年 度 ～
令 和 ９ 年 度

   　  9,823千円

固 定 資 産 管 理 シ ス テ ム 賃 借 料
令 和 ６ 年 度 ～
令 和 １ ２ 年 度

   　  6,127千円

市立三日市小学校トイレ整備工事設計業務委託料
令 和 ６ 年 度 ～
令 和 ７ 年 度

5,600千円

市立千代田中学校トイレ整備工事設計業務委託料
令 和 ６ 年 度 ～
令 和 ７ 年 度

3,500千円

美 加 の 台 地 区 施 設 一 体 型 小 中 一 貫
教 育 推 進 校 基 本 計 画 策 定 業 務 委 託 料

令 和 ６ 年 度 ～
令 和 ７ 年 度

15,000千円

市 立 千 代 田 中 学 校 エ レ ベ ー タ ー 棟
増 築 工 事 設 計 業 務 委 託 料

令 和 ６ 年 度 ～
令 和 ７ 年 度

3,221千円

新 学 校 給 食 セ ン タ ー 用 地 造 成 工 事
監 督 支 援 業 務 委 託 料

令 和 ６ 年 度 ～
令 和 ７ 年 度

8,584千円

新学校給食センター整備運営事業設計・建設・
開業準備業務モニタリング支援業務委託料

令 和 ６ 年 度 ～
令 和 ８ 年 度

12,375千円

新 学 校 給 食 セ ン タ ー 整 備 工 事 ・
運 営 維 持 管 理 業 務 委 託 料

令 和 ６ 年 度 ～
令 和 ２ ３ 年 度

8,946,975千円

学 校 給 食 調 理 等 業 務 委 託 料
令 和 ６ 年 度 ～
令 和 ７ 年 度

145,563千円

一般会計
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 第４表　　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 区分 償還期限 据置期間 償還の方法そ の 他

（千円） (年以内) (年以内)

（仮称）南花台
中央公園整備事業

191,200

上水道施設安全
対策事業出資債

40,000

滝 畑 地 区
環 境 整 備 事 業

64,000

滝 畑 ダ ム 機 器
更 新 事 業

5,100

農 道 整 備 事 業 66,400

農 業 用 施 設
整 備 事 業

9,800

農 地 整 備 事 業 2,000

橋 梁 整 備 事 業 21,000

市道等整備事業 313,900

河川等整備事業 60,000

緑 地 整 備 事 業 30,000

都市公園整備事業 22,400

下水道雨水対策
事 業 出 資 債

1,500

消防施設整備事業 28,000

子ども教育支援セ
ンター等整備事業

5,700

小学校整備事業 221,300

中学校整備事業 248,000

南花台地区施設一
体型小中一貫教育
推進校（第Ⅱ期）
整 備 事 業

3,000

3.0%以内

(ただし、
利率見直
し方式で
借入れる
資金につ
いて、利
率の見直
しを行っ
た後にお
いては、
当該見直
し後の利

率)

普通貸借

又は

証券発行

市財政の
都合によ
り据置期
間及び償
還期限を
短縮し、
又は繰上
償還もし
くは低利
に借換え
すること
ができる

償　　　還　　　の　　　方　　　法

元利均等

又は

元金均等

年賦

又は

半年賦償
還

530

政　府

地方公
共団体

金融機構

銀　行

その他
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 区分 償還期限 据置期間 償還の方法そ の 他

（千円） (年以内) (年以内)

滝 畑 ふ る さ と
文 化 財 の 森
センター整備事業

10,600

市民総合体育館
改 修 事 業

6,600

スポーツ代替施設
整 備 事 業

40,100

学 校 給 食 施 設
整 備 事 業

291,100

農 林 施 設
災 害 復 旧 事 業

6,400

公 共 土 木 施 設
災 害 復 旧 事 業

110,600

臨時財政対策債 93,500

償　　　還　　　の　　　方　　　法

普通貸借

又は

証券発行

3.0%以内

(ただし、
利率見直
し方式で
借入れる
資金につ
いて、利
率の見直
しを行っ
た後にお
いては、
当該見直
し後の利

率)

政　府

地方公
共団体

金融機構

銀　行

その他

30 5

元利均等

又は

元金均等

年賦

又は

半年賦償
還

市財政の
都合によ
り据置期
間及び償
還期限を
短縮し、
又は繰上
償還もし
くは低利
に借換え
すること
ができる

一般会計
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議案第３４号 

   令和６年度河内長野市国民健康保険事業勘定特別会計予算 

 令和６年度河内長野市国民健康保険事業勘定特別会計の予算は、次に定

めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，１７０，１１１

千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 

歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入

れの最高額は、５０，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各

項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  (1) 各項に計上した給料、職員手当等（会計年度任用職員に係る職員手

当等を除く。）及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明  
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議案第３５号 

   令和６年度河内長野市土地取得特別会計予算 

 令和６年度河内長野市土地取得特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１１８，０２０千円と

定める。 

２ 歳入歳出予算の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 

歳入歳出予算」による。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明  
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議案第３６号 

   令和６年度河内長野市部落有財産特別会計予算 

 令和６年度河内長野市部落有財産特別会計の予算は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１８０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 

歳入歳出予算」による。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明  
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議案第３７号 

   令和６年度河内長野市介護保険特別会計予算 

 令和６年度河内長野市介護保険特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，６３２，３６３

千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 

歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入

れの最高額は、１，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各

項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  (1) 各項に計上した給料、職員手当等（会計年度任用職員に係る職員手

当等を除く。）及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明  
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議案第３８号 

令和６年度河内長野市後期高齢者医療特別会計予算 

 令和６年度河内長野市後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，８３６，８２１千

円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 

歳入歳出予算」による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各

項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  (1) 各項に計上した給料、職員手当等（会計年度任用職員に係る職員手

当等を除く。）及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明  
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議案第３９号 

令和６年度河内長野市水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和６年度河内長野市水道事業会計の予算は、次に定めるところ

による。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 給 水 戸 数            ４７，９５１   戸 

 (2) 年 間 給 水 量       １０，０４９，０００   ㎥ 

 (3) 一 日 平 均 給 水 量           ２７，５３２   ㎥ 

 (4) 主要な建設改良事業     

配水施設等改良事業         ７９５，３９６ 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

 第１款   水道事業収益       ２，２７１，９１１ 千円 

  第１項   営 業 収 益      １，６９１，２１９ 千円 

  第２項   営 業 外 収 益        ５８０，６９０ 千円 

  第３項   特 別 利 益              ２ 千円 

支 出 

 第１款   水道事業費用       ２，３２２，２４２ 千円 

  第１項   営 業 費 用      ２，２４８，５９０ 千円 

  第２項   営 業 外 費 用         ６３，６５０ 千円 
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  第３項   特 別 損 失              ２ 千円 

  第４項   予 備 費         １０，０００ 千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収

入額が資本的支出額に対し不足する額６８０，６７４千円は当年度分消

費税資本的収支調整額５８，１５９千円及び損益勘定留保資金６２２，

５１５千円で補てんするものとする。）。 

収 入 

 第１款   資 本 的 収 入      ５２６，２６１ 千円 

  第１項   企 業 債     ２５０，０００ 千円 

  第２項   他 会 計 負 担 金      １１，９００ 千円 

  第３項   工 事 負 担 金     １６４，２８５ 千円 

  第４項   一 般 会 計 繰 入 金      ４９，８６６ 千円 

  第５項   固定資産売却代金          １０ 千円 

  第６項   基 金 収 入         ２００ 千円 

  第７項   長期貸付金返還金      ５０，０００ 千円 

支 出 

 第１款   資 本 的 支 出    １，２０６，９３５ 千円 

  第１項   建 設 改 良 費     ８６１，６６１ 千円 

  第２項   企 業 債 償 還 金     ３４５，０７４ 千円 

  第３項   投 資         ２００ 千円 
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（継続費）  

第５条  継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。  
款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額 

 
1 資本的支出  

 
1 建設改良費

 
中 央 監

視 設 備

更 新 工

事  

 
685,000 千円  

令和６年度  0 千円  

令和７年度 257,000 千円 

令和８年度 257,000 千円 

令和９年度  171,000 千円  

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次の

とおりと定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

のとおりと定める。 

(1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営

業外費用の間の流用。 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費

の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合

は、議会の議決を経なければならない。 

起債の目的 限度額 
起債の 

方法 
利  率 償還の方法 

水道施設 

整備事業 
250,000 
   千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

3.0％以内 

（ただし、利率見直し方

式で借入れる政府資金

及び地方公共団体金融

機構資金について、利率

の見直しを行った後に

おいては、当該見直し後

の利率） 

借入先の融資条件

による。 

ただし、水道財政そ

の他の都合により

繰上償還又は低利

に借り換えること

ができる。 
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(1) 職員給与費     １９５，４５９  千円 

 （他会計からの補助金）  

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、９９，４２０千円

である。 

 （たな卸資産購入限度額）  

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、１６，６５８千円と定める。  

  令和６年２月２９日提出 

                  河内長野市長  島田 智明 
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議案第４０号  

令和６年度河内長野市下水道事業会計予算  

 （総則）  

第１条 令和６年度河内長野市下水道事業会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。  

 （業務の予定量）  

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

 (1) 汚 水 整 備 人 口           ９３，４９３  人 

 (2) 年 間 有 収 水 量        ８，７３５，１８０  ㎥ 

 (3) 年間下水道管布設延長              ２．２  ㎞ 

 (4) 主要な建設改良事業     

公共下水道、浄化槽整備事業     ６３８，５２７ 千円  

下水道長寿命化対策事業       ３３２，３１７ 千円  

 （収益的収入及び支出）  

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  

収 入 

 第１款   下水道事業収益      ３，０５０，７３６ 千円  

  第１項   営 業 収 益        １，５１８，３３５ 千円  

  第２項   営 業 外 収 益        １，５３２，４００ 千円  

  第３項   特 別 利 益                １ 千円  

支 出 

 第１款   下水道事業費用      ３，００７，２６９ 千円  

  第１項   営 業 費 用        ２，７４１，３０３ 千円  

-31-



  

 

 

 

 

  第２項   営 業 外 費 用         ２６２，９６５ 千円  

  第３項   特 別 損 失              １ 千円  

  第４項   予 備 費          ３，０００ 千円  

 （資本的収入及び支出）  

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収

入額が資本的支出額に対し不足する額１，０２７，２９０千円は当年度

分消費税資本的収支調整額５３，４６７千円、損益勘定留保資金９１１，

８２０千円及び繰越利益剰余金処分額６２，００３千円で補てんするも

のとする。）。  

収 入 

 第１款   資 本 的 収 入    ２，０７３，１７８ 千円  

  第１項   企 業 債   １，２６１，５２３ 千円  

  第２項   他 会 計 出 資 金     ５３９，６７３ 千円  

第３項   国 庫 補 助 金     ２４７，３８５ 千円  

  第４項   府 補 助 金         ５５３ 千円  

  第５項   負担金及び分担金      ２４，０３４ 千円  

第６項   固定資産売却代金          １０ 千円  

支 出 

 第１款   資 本 的 支 出    ３，１００，４６８ 千円  

  第１項   建 設 改 良 費   １，０３５，３５９ 千円  

  第２項   固 定 資 産 購 入 費       １，７００ 千円  

  第３項   企 業 債 償 還 金   ２，０１３，４０９ 千円  

  第４項   他会計借入金償還金       ５０，０００ 千円  
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 （債務負担行為）  

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次の

とおりと定める。  

事 項  期 間  限度額  

河内長野市水洗便所改造工事資金融資あっ

せんに伴う金融機関に対する損失補償  
融資実行日から  
償還完了日まで  

回収不能元金、利息

及びその延滞利息  

（企業債）  

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次の

とおりと定める。  

（一時借入金）  

第７条 一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。  

（予定支出の各項の経費の金額の流用）  

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

のとおりと定める。  

(1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営

業外費用の間の流用。  

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

      

起債の目的  限度額  起債の  
方法  利  率  償還の方法  

公 共 下 水 道

整 備 事 業 
569,400 

千円 

証書借入  
 

又は  
 

証券発行  

3.0％以内 

（ただし、利率見直し

方式で借入れる政府

資金及び地方公共団

体金融機構資金につ

いて、利率の見直しを

行った後においては、

当該見直し後の利率） 

借入先の融資条件に

よる。ただし、下水道

財政その他の都合に

より繰上償還又は低

利に借り換えること

ができる。  

流 域 下 水 道  
整 備 事 業 

54,600 
千円 

浄 化 槽  
整 備 事 業  

34,300 
千円 

資本費平準化債 282,000 
千円 

-33-



  

 

 

 

 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費

の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合

は、議会の議決を経なければならない。  

(1) 職員給与費    １３４，３８５ 千円  

（他会計からの補助金）  

第１０条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、６９８，３００

千円である。  

（利益剰余金の処分）  

第１１条 繰越利益剰余金のうち６２，００３千円は、次のとおり処分す

るものと定める。  

(1) 減債積立金     ６２，００３ 千円  

  令和６年２月２９日提出  

                  河内長野市長  島田 智明  

 

-34-


